
２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

対
象
指
標

20,838

手数料 千円

7,671

7,5751.01

96

28年度（計画）26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

千円

事業費 単位

7,575

所属部課名

―
所管省庁義務的事業

23年度（実績）

項

【PLAN】事務事業の計画

徴税費
補助金の有無

直営
負担金の有無

細目名
地方税法

関連計画
根拠法令

５　電子自治体の推進

終了年度

千円

証明発行件数

税務総務費

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

1

評価事業

評価区分
事務事業番号

税務諸証明交付事務
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

総
合
計
画 小施策

政策
小政策
施策

平成27年3月31日
総務部税務課

―

記入日

継続

目款

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

事
業
期
間

開始年度

補
助
単
独
区
分

新規・継続

市単独

補助率
３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

２　行政運営

　地方税法第20条の10等により，地方団
体の徴収金に関する事項について証明
書を交付する。（所得証明・課税証明・非
課税証明・納税証明・評価証明・公課証
明・所在証明など）
　なお，諸証明の発行にあたり，地方自
治法及び笠間市手数料条例により，所
得証明等については1通300円の手数料
を徴する。

予
算
科
目

会計
一般 総務費

実施手法

４　【事業費の内容（決算額）】
―

３　【年度目標】
―

税務総務事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

証明書用紙代（改ざん防止）
等
需用費95,580円

H29事業計画

・交付件数
　20,000件

⑤
成果
指標

単位

・税務諸証明の迅速な交付

Ｈ27事業計画
同上

年間請求者

同上 同上

件

税諸証明等交付請求者

・効率的で迅速な証明交付

④
対象
指標

27年度（計画）24年度（実績） 25年度（実績）

96

7,5751.01

7,575

96

29年度（計画）

20,500

6,112 6,820

7,671

25年度（実績）

8,475

24年度（実績）

6,150

8,575 7,667

2.62 19,650 1.13 8,475 1.01

92

7,575

96 96

7,575 1.01

96

19,650

19,791

20,000

20,000

23,700

1.01

26年度（実績）

7,575

20,000

6,000

23,700

7,671

7,575

年間請求者

証明発行件数成
果
指
標

20,345

活
動
指
標

千円

件

6,063

20,345 20,838

27年度（目標）

7,575

20,000

2９年度（目標）

人

千円

20,500 20,000

6,000

20,000

指標区分

事
業
費

地方債

一般財源

6,000

28年度（目標）

千円

141

その他

100

96

96

7,575

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

23年度（実績）

人
件
費

時間外

嘱託臨時

千円

財
源
内
訳

事業費計（ア）

千円

千円

事業費及び指標の推移

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

国庫支出金

県支出金

7,671

100千円

千円 92141

５　事務事業の目的と手段

H28事業計画

千円

単位

事務事業名

政
策
体
系

トータルコスト（ア）＋（イ）

手数料

目
的

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・手数料の徴収
・臨時職員の活用

人件費計（イ）

他課の協力分

千円

職員割合

千円



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【PLAN】事務事業の計画

・時期的に証明書発行が集中してしまう。
・システム開発によるコストの増加。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

現  状  維  持資源配分

　法的に定められた事務であるが、証明書発行コストは職員配置のよる
影響が大きい。人材の適正配置を検討すると共に臨時職員の採用な
ど、業務の負担軽減を図る必要がある。
　また、新たなシステム構築など事業費の増加が懸念される。

税の賦課及び収納状況と密接に関係しているため，
他の手段が見当たらない。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・証明書の発行業務を臨時職員で対応
・課税内容等の説明を求める来訪者と証
明書取得のみの来訪者を総合窓口で振
り分けができないか検討

地方税法に規定する税証明を、交付する義務がある。

地方税法に基づき交付するものであり、常に親切で迅速な交付を目指しているが、手数料
等の成果を期待するものではない。

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

①改革・改善案

各種施策の給付事業や減免措置の証明書類のため
廃止は困難である。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　税金の賦課徴収に対して証明するものであり、1件あたりのコストを求めるものではない
が、新たな削減措置及び職員の負担軽減を構築する必要がある。
　また、28年から利用開始の「税番号制度」による効率化も期待される。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

効
率
性
評
価

必
要
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

税・収納システムによって、正確で迅速な対応はできているが、1件あたりのコストは、昨年
に比して下がっているものの手数料に比して割高となる。コストの削減は、緊急雇用による
臨時職員の採用等による職員割合の減少が起因するものと考えられる。

　年間を通して証明書発行が行われているが、特に、各種事務手続きの申請時期には多くの証明書取得者が来訪されている。何の証明が必要か判
断できない方も来訪されるため、窓口が混雑する傾向にある。
　証明書発行のみで来訪される方に対しては、自動発行ｼｽﾃﾑなども住民記録と併せ必要と思われる。

③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・税番号制度の活用及びシステム構築
・臨時職員の採用

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

・緊急雇用により臨時職員を採用。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

5,000

57,200

56,000 56,000

1,5001,500

160,525

5,000

6.18 46,35046,3506.18

償却資産調査

固定資産税還付金

漏れ家屋調査等による税額

納税通知発送件数

人
件
費

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

時間外

財
源
内
訳

国庫支出金

千円

人件費計（イ）

土地現況調査

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円

職員割合

千円

百万円

件

棟

筆

筆

23年度（実績）

93

⑤
成果
指標

25年度（実績）24年度（実績）

115

24

15,774

事業費及び指標の推移

【DO】事務事業の実施

手
段

58,885

活
動
指
標

嘱託臨時

指標区分

棟

46,350

他課の協力分

34,00034,000

20

46,350

90

20件

56 60 50

62,150

20

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

59,132

29年度（計画）

千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

地方債

事業費 単位 23年度（実績）

59,132

0

6.18 6.18

0 0

3,285

46,350 46,350

9,491

成
果
指
標

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

251千円

千円

1,500

159,835

57,409 57,25057,150

33,628

56,974

160,200

57,153

34,000

56,000

160,150

57,806

830

159,475

15,693 10,948

160,050

56,515

6,645 5,000

63,225

74 45

29

58,885

24年度（実績）

43

63,225

27年度（目標）26年度（実績） 28年度（目標）

57,075

160,250

40

2９年度（目標）

40

1,231

33,589

13,889

59,779

57,207

33,511

4,500

65,409

49,635

15,800 15,800

62,150

50

25年度（実績）

58,725

千円

筆

固定資産（土地）

15,774

４　【事業費の内容（決算額）】
土地、家屋の異動修
正分や家屋、償却資
産の新規登録の誤り
や漏れを防ぐ。

補助金の有無
地方税法

負担金の有無

共催者・関係団体

棟

漏れ家屋調査等による税額

左に同じ。

研修旅費　　　　　　　　　  　　  95
消耗品費　　　　　　　　　      300
印刷製本費　　　　　　　   　  　39
電算業務委託料(経常分) 15,082
研修負担金　　　　　　　 　　  168
資産評価ｼｽﾃﾑ研究　          90
ｾﾝﾀｰ負担金

―
市単独

所管省庁義務的事業

関連計画

後期基本計
画重点視点

単年度繰返し

継続
終了年度

補助率

補
助
単
独
区
分

―

平成27年3月31日
総務部税務課

46,350

固定資産税還付金

15,800 15,800

千円

棟
件

記入日

単位５　事務事業の目的と手段
筆

百万円固定資産（償却資産）
市内に存在する固定資産（土地・家屋・償却資産） 固定資産（家屋）

所属部課名

39,197

単位

漏れ家屋調査 40108

H29事業計画
左に同じ。

・茨計電算業務委託。
・土地・・・登記済通知書等の土地異動分の処理及び現況調査。宅地及
び田畑山林、農業用施設用地、鉄道用地、ゴルフ場用地等の評価替電
算指示。
・家屋・・・新増築分及び賦課漏れ家屋評価、滅失家屋の把握。
登記済通知書等の家屋異動分の処理。
・償却資産・・・申告書の発送。増減分、新規分の課税登録。

④
対象
指標

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

千円

件

27年度（計画） 28年度（計画）

県支出金

62,150

7.27 54,525

実施手法
―一部委託

その他

7.27 54,525

26年度（実績）

7.83

15,800

15,800

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

固定資産を正確に把握することにより適正かつ公平
な賦課の実現

納税通知発送件数
償却資産調査

・土地、家屋登記済通知書等の異動分の処理
・新，増築家屋の調査及び漏れ家屋等の確認
・課税データの異動処理等を反映した納税通知書発
送

⑥
活動
指標

土地現況調査

　地方税法第342条の規定により，固
定資産税は固定資産に対し当該固
定資産所在の市町村において課税
する。

予
算
科
目

根拠法令

Ｈ27事業計画 H28事業計画

実施計画・事務事業評価共通調書

総
合
計
画

小政策

事務事業番号

事務事業名

政
策
体
系

政策

【PLAN】事務事業の計画

施策
小施策

固定資産税賦課事業

３　財政運営
２　財源の確保

評価区分
2

評価事業

H18

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

総務費 固定資産税賦課事業
細目名

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

事
業
期
間

開始年度
新規・継続

目項

３　【年度目標】
○

漏れ家屋調査

50

対
象
指
標

固定資産（土地）

固定資産（家屋）

固定資産（償却資産）

会計
一般 徴税費

款
賦課徴収費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

4,360 4,607

・土地・・・登記分、農転分等の異動処理。
・家屋・・・新増築分及び賦課漏れ家屋評価、
滅失家屋の把握、課税登録。
償却資産・・・増減分、新規分の課税登録。
・調書作成報告。（各担当）

40

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）



   　適切

   　適切

   　適切

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

家屋の調査から課税データへの移行作業については、既導入のシステム活用により省力
化された。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

業務量が膨大であり、納税通知書発送一つをとってみても、電算業務委託が不可欠であ
る。現在は土地、家屋台帳の加除は行っていないため、法務局の電子化された登記内容を
市で管理するための業務委託を検討したい。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

今後の方向性 現行どおり継続

Ｈ２６については、土地の賦課誤りや家
屋の賦課漏れの把握により公平な課税
に結び付けることができた。

評価理由
膨大な量の土地、家屋、償却資産の適正な課税のためには、正確性が
要求されることから、現状を維持するべきものと考える。

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

課題なし

資源配分

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

総合評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

毎年のことながら、土地の賦課誤りや家
屋の滅失把握漏れや賦課漏れ等の税額
更正がある。異動処理後のチェック強化
を図る。

④取組状況

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

市税の根幹をなすものであり、課税の適正さ、公平さ
を欠くことになるため、継続が不可欠である。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

③前年度の改革・改善案

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》
必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

土地登記済通知書の異動処理のなかで、登記地目と現況地目が一致するとは限らないので、賦課期日前後に再度現況調査をする必要がある場合がある。又、
住宅用地の特例適用漏れや誤適用のケースがある。家屋については、賦課漏れや滅失家屋の把握漏れについて、新築家屋の調査時に確認している状況であ
る。また、監査委員から償却資産の申告漏れの把握に努める必要性も指摘されている。課税の公平性の観点から、誤りの更正や防止に努めてゆく必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

自主財源の確保のため、法令に基づいた固定資産税の賦課を行っている。漏れ家屋や地
目認定誤り地等の調査をしているが、僅少であり成果向上の余地は少ない。

【CHECK】事務事業の一次評価

固定資産は、市財政の根幹であり必要不可欠な事務である。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》



６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します
３　財政運営
２　財源の確保

２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H28事業計画 H29事業計画

式

市内に存在する固定資産（宅地）

新規追加路線、新規画地

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

時点修正鑑定委託料　　 778
地籍データ変換委託料　 103
システムデータ更新料　　962
土地現況調査業務委託　940
　
　

　委託漏れの無いよう
に注意する。
土地評価替に伴う単
価指示ミスや指示漏
れの無いように注意
する。

左に同じ。

①対象
(働きかける相手・もの）

３　【年度目標】
・土地・・・時点修正鑑定業務委託及び成果の電算指示。地籍データ及
び茨計課税データの提供。支援システムの更新及び保守業務委託。
・新規追加路線、画地計測の指示。

④
対象
指標
⑤

成果
指標

筆

件

式

筆

固定資産税支援システム

固定資産（宅地）の価格を正確に把握することにより
適正かつ公平な賦課の実現

左に同じ。

千円
千円

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・不動産鑑定価格等を基にした標準地の時点修正
・支援システムの更新及び保守
・新規追加路線、画地計測の指示 千円土地現況調査業務委託

⑥
活動
指標

時点修正鑑定委託

60

成
果
指
標

固定資産税支援システム

固定資産（土地時点修正鑑定地）

新規路線追加、新規画地計測 件

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
市単独

継続

平成27年3月31日
総務部税務課

記入日
所属部課名

―

補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

所管省庁

補助率

関連計画
地方税法根拠法令

細目名

一部委託

H18 単年度繰返し

税務総務費徴税費 固定資産標準地評価事業

款 項 目

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

3

総
合
計
画

政策
小政策
施策

小施策

事
業
期
間

開始年度

共催者・関係団体

事務事業番号

固定資産標準地評価事業

　地方税法第342条の規定により，固
定資産税は固定資産に対し当該固
定資産所在の市町村において課税
する。
 ・土地価格の時点修正。固定資産税
支援システムの更新及び保守。

予
算
科
目

会計

【DO】事務事業の実施

固定資産（土地時点修正鑑定地）

――

標準地（鑑定地）の価格の時点修正

手
段

単位

支援システムの年度更新及び継続保守

一般 総務費

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

Ｈ27事業計画

実施手法

26年度（実績）

負担金の有無

新規路線追加、新規画地計測

事業費及び指標の推移

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

支援システムの更新及び保守委託

・土地・・・時点修正鑑定委託及び電算指示。
固定資産税支援システムの更新及び保守委
託。　　・新規追加路線、画地計測の指示。

県支出金

24年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

件

0

2,700

0.312,325 2,325

2,700

2,700

29年度（計画）

2,325

2,700 2,700

27年度（計画） 28年度（計画）

0.31 0.31

25年度（実績）

千円

千円

事業費計（ア）

千円

職員割合

23年度（実績）

国庫支出金

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

単位

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

千円

地方債

その他

千円

2,700 2,700

0

2,325

2,325 0.31

2,325 2,325

2,325

2,325

60

970

750

80

1

27年度（目標）23年度（実績）

活
動
指
標

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

80

11

950 950

6060

80

950

70

1

千円土地現況調査業務委託

2,325

731

0

嘱託臨時

24年度（実績）

時間外

支援システムの更新及び保守委託

857

対
象
指
標

60

970970

2,700

0.31

798 951

5,025

28年度（目標）

750 750

5,025

25年度（実績） 26年度（実績）

778

5,025

2９年度（目標）

5,025

支援システムの年度更新及び継続保守

筆

式

件新規追加路線、新規画地

時点修正鑑定委託

トータルコスト（ア）＋（イ）

945

千円

0

0

2,325

筆

千円 0

0

千円

一般財源

標準地（鑑定地）の価格の時点修正

0

千円

千円

千円

千円

千円

77

1

0

式

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



総合評価

今後の方向性

資源配分

課題なし

現行どおり継続

Ｈ２６については、時点修正鑑定委託業
務が順調に消化できた。

評価理由

市税の根幹をなすものであり、課税の適正さ、公平さ
を欠くことになるため、継続が不可欠である。

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

④取組状況

現  状  維  持

膨大な量の土地の適正な課税のためには、根拠説明が要求されること
から、継続して鑑定業務委託やシステムの管理が必要なものと考える。

土地評価のうえで、地価下落傾向が続くなかで、時点修正に伴う鑑定委託は不可欠である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

支援システム更新業務と保守業務の予
算要求を分けることにより、分かりやすく
する。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

   　適切

   　適切

   　適切

家屋の調査から課税データへの移行作業については、既導入のシステム活用により省力
化された。

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

業務量が膨大であり、納税通知書発送一つをとってみても、電算業務委託が不可欠であ
る。現在は土地、家屋台帳の加除は行っていないため、法務局の電子化された登記内容を
市で管理するための業務委託を検討したい。

【ACTION】事務事業の改革・改善

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

固定資産は、市財政の根幹であり必要不可欠な事務である。

フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

自主財源の確保のため、法令に基づいた固定資産税の賦課を行っている。漏れ家屋や地
目認定誤り地等の調査をしているが、僅少であり成果向上の余地は少ない。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価



６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します
３　財政運営
２　財源の確保

２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

45

40

56

90

93

33,511

160,050

57,075

56,515

830

74

108

50

40

57,300

162,000

57,400

5,000

33,407

45

15

33,407

56,974

33,407

40

20

24年度（実績）

対
象
指
標

5,000

50

56,000 56,000

2,000

34,000

161,500

2,000

件

筆

棟

29

39,197

159,475

57,409

57,806

20

34,000

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

59,779

13,889

43

33,589

159,835

57,207

1,231

10,94815,693 6,645

千円

委託業者との打ち合わせ

電算委託業者との打ち合わせ

国庫支出金

県支出金

人
件
費 他課の協力分

一般財源

事業費計（ア）

人件費計（イ）

時間外

職員割合

嘱託臨時

筆

棟

千円

指標区分

活
動
指
標

固定資産（土地）（その他の宅地評価法適用地）

千円

単位

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

小政策

地方債

施策
小施策

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

総務費
款

総
合
計
画

千円

千円

千円

その他

千円

千円

千円

4,998

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

固定資産（土地）（その他の宅地評価法適用地）

固定資産（家屋）

固定資産（土地）（その他の宅地評価法適用地）

13,447

23年度（実績）

筆

4,200 0.56 4,2004,200

25年度（実績） 26年度（実績）

36,600

4,986

59,817

18,045

796

54,831

8,652

8,652

54,831

4,200

798

0.56 4,200 0.56

13,648

4,996

0.56千円

8,449

27年度（計画）26年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画）

8,449

0.56 0.56 4,2000.56

018,045

4,200

4,200

27年度（目標）

22,245

4,200

4,200

2９年度（目標）

32,400 3,240

7,440

28年度（目標）

0

4,2004,200

3,24032,400

事業費及び指標の推移

日

電算委託業者との打ち合わせ 日

単位 24年度（実績）

Ｈ27事業計画

25年度（実績）23年度（実績）

固定資産（土地）（その他の宅地評価法適用地） 筆

委託業者との打ち合わせ

その他の宅地評価法の適用地について固定資産評
価基準に基づいた評価補正することにより適正かつ
公平な賦課の実現

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

―

新規・継続
終了年度

評価事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

その他の宅地評価法を採用している宅地評価適用地につ
いて、委託業者と調整して評価の補正基準を定める。画地
認定を行う。定めた補正基準に基づいて、補正を適用する
ために、電算の仮登録をする。その後、調整してから、正式
に電算指示をしてＨ２７評価替の評価に反映させる。

細目名項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
　地方税法第342条の規定により，固
定資産税は固定資産に対し当該固
定資産所在の市町村において課税
する。
 ・評価替準備業務（2年度継続事業）
委託の2年度目。

総務部税務課

市単独

後期基本計
画重点視点

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

所属部課名

固定資産評価替準備事業税務総務費徴税費
実施手法

根拠法令 地方税法

共催者・関係団体

⑤
成果
指標

負担金の有無

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

単位

不動産鑑定委託料（本鑑定）の予算
要求。
・評価替準備業務委託料の予算要
求。

H28事業計画 H29事業計画

画地認定作業につ
いては、班ごとに振
り分けて対応する。
業務委託に伴う成
果納品や検査、支
払い等滞らずに対
応する。

３　【年度目標】

不動産鑑定（本鑑定）委託契約。（指
名競争入札）
・評価替準備業務委託契約（Ｈ２８，
Ｈ２９継続事業）

H３０評価替年度に向けての準備
業務。（Ｈ２８から継続）

電算業務委託料（臨時）
7,979

評価替準備業務委託料
（２年度目）
10,066

固定資産（土地）（その他の宅地評価法適用地） 筆

固定資産（家屋）

予
算
科
目

会計
一般

棟市内に存在する固定資産（土地、家屋）

手
段

【DO】事務事業の実施

成
果
指
標

・その他の宅地評価法適用地の画地認定の見直し
・「宅地の比準表」に基づいた補正基準の作成及び
適用
・電算への指示

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

786

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

4事務事業番号

固定資産評価替準備事業
評価区分

筆固定資産（土地）（その他の宅地評価法適用地）

事
業
期
間

開始年度

関連計画

５　事務事業の目的と手段

記入日 平成27年3月31日

継続
―

内部管理事務

H18 単年度繰返し



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

家屋の調査から課税データへの移行作業については、既導入のシステム活用により省力
化された。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

その他

画地認定の見直し作業については、家
屋評価割り振り班体制で対応する。

必
要
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
固定資産は市財政の根幹であり、評価替準備事業は必要不可欠な事業である。

自主財源の確保のため、法令に基づいた固定資産税の賦課を行っている。漏れ家屋や地
目認定誤り地等の調査をしているが、僅少であり成果向上の余地は少ない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

膨大な量の土地の適正な課税のためには、正確性が要求されることか
ら、本鑑定業務委託や評価替準備業務委託は必要なものと考える。

④取組状況

その他の宅地評価法を採用している宅
地で画地認定の見直し作業がある。補正
基準を定めるうえで、他の自治体の状況
も参考にして慎重に決定しなければなら
ない。

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続

土地の評価については、評価基準の遵守が基本である。3年に1度の本鑑定はもちろんのこと、さらに評価基準に基づいた補正の適用が必要となっ
てくる。固定資産の所有者に対して、説明責任が求められることから、税制改正に対応したり、現状の問題点を洗い出し基準にそった評価に結びつ
ける必要がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

課題なし

業務量が膨大であり、納税通知書発送一つをとってみても、電算業務委託が不可欠であ
る。現在は土地、家屋台帳の加除は行っていないため、法務局の電子化された登記内容を
市で管理するための業務委託を検討したい。



６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します
３　財政運営
２　財源の確保

２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

笠間市税例規改正案件数

750750750746

千円

61

3

61 61

2

千円

750

3 3

61千円協議会会費

各協議会負担金納付額

税務総務事務予算要求額

3

61

750

61

28年度（計画）

千円税務総務事務予算

千円

５　事務事業の目的と手段

0 2,690

0.26

3

746

例規改正案件数

1,950

292

0 0

0

61

2９年度（目標）

3

292

24年度（実績）

1,950

2,242 2,242

28年度（目標）

1,950

0.26

2,242

750

292

61

Ｈ２６

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

記入日
所属部課名

―

施策
小施策

Ｈ２６と同じ。

件

千円

平成27年3月31日
総務部税務課

所管省庁

市単独

補助率

予
算
科
目

単年度繰返し

例規改正、予算
要求、消耗品の
購入、負担金の
納入の事務につ
いて漏れの無いよ
うに注意する。

３　【年度目標】
消耗品費　　　　　　   　　 231
租税教育協議会負担金　22
水戸地区税協負担金　　 32
都市税協負担金　　　　　　7

関連計画

実施手法

補
助
単
独
区
分

内部管理事務

終了年度

―
新規

共催者・関係団体

千円
千円

目
的

税務総務事務総務費
款 項 目 細目名

１　【事務事業の全体概要及び背景】

税務総務費徴税費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営

地方税法根拠法令

笠間市税務総務事務予算要求額

協議会会費

会計
一般

各協議会負担金額

【DO】事務事業の実施

―

笠間市税例規改正案件数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

負担金の有無

件

H29事業計画
Ｈ２６と同じ。 Ｈ２６と同じ。

○

単位

笠間市税務総務事務予算額

笠間市例規　予算　各協議会

千円

例規改正業務。税務総務事務予算要求書作成業務。消耗
品（税関係図書、氏名ゴム印、レジロールペーパー、改ざん
防止用紙等）購入業務。各協議会負担金納入業務。

千円

件

各協議会負担金納付額

⑥
活動
指標

例規改正案件数

23年度（実績） 26年度（実績）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

例規の改正をする　予算を確保する　各協議会負担
金の納入をする

笠間市税例規

Ｈ27事業計画 H28事業計画

国庫支出金

1,950 0.26 1,950

1,950

0.26

292 292

29年度（計画）

2,242

2

各協議会負担金額

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

地方債

その他

26年度（実績） 27年度（目標）

千円

財
源
内
訳

1,950

千円

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

嘱託臨時

千円

事業費 単位

1,950

27年度（計画）

笠間市税務総務事務予算額

25年度（目標）

成
果
指
標

件

千円

292 292

23年度（実績）

人
件
費

千円

0 0

事業費計（ア）

①対象
(働きかける相手・もの）

手
段

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

0

千円

職員割合

千円

千円

千円

千円

292

0.26

事業費及び指標の推移

25年度（実績）24年度（実績）

一般財源

0

1,950 1,950

時間外

県支出金

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

千円

指標区分 単位

事
業
費

他課の協力分

活
動
指
標

対
象
指
標

千円

件

税務総務事務予算

笠間市税例規

千円

総合計画実施計画

総
合
計
画

政策
小政策

事務事業番号

税務総務事務

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

5

議会への議案の提出　予算要求　各協議会への負
担金納入

例規改正、予算要求書作成に係る人
件費及び消耗品費。関係機関への
会費。

740

740



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必
要
性
評
価

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

   　適切

   　適切

   　適切

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性

資源配分

評価理由

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

番号制度対応機能整備率

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

100

28年度（目標）

16,528

1,450

24年度（実績）

587

215

00

80

25年度（目標）

0

0

2９年度（目標）

11,992

26年度（実績）

0

0

千円

0 0

12,287

27年度（目標）

33,628 33,630人

デタベースへ機能の追加

0

0

単位

千円

23年度（実績）

県支出金

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

他課の協力分

千円

千円

設計書等のドキュメント作成

人
件
費

0 0

00

トータルコスト（ア）＋（イ）

0

千円

0

千円職員割合

時間外

嘱託臨時

システム関連経費

指標区分

納税義務者

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

活
動
指
標

0

対
象
指
標
成
果
指
標

％ 13

事
業
期
間

1,358

679

平成27年3月31日

後期基本計
画重点視点

29年度（計画）

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します
３　財政運営

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

社会保障・税番号制度へ対応するための基幹系システムの
改修を行う。（茨計と連携）臨時職員を採用し対応してもらう
ため、Ｈ２７年度予算要求をする。通常業務外の作業となる
ため、職員の時間外手当も要求する。

２　財源の確保

千円

財
源
内
訳

千円

地方債

Ｈ２６ Ｈ２７

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 6事務事業番号

施策
小施策

評価事業

小政策
政
策
体
系

政策

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

総務部税務課

目
的

④
対象
指標

人納税義務者

千円

24年度（実績）

基幹系システムの改修

⑥
活動
指標

設計書等のドキュメント作成
千円

％⑤
成果
指標

千円

事業費及び指標の推移

事
業
費

新規
○

義務的事業

終了年度

国補助

補
助
単
独
区
分

所管省庁

関連計画
社会保障・税番号制度システム整備事業

H28事業計画 H29事業計画Ｈ27事業計画

新規・継続

評価区分

開始年度

事務事業性質

細目名項 目

社会保障・税番号制度システム整備
事業

14,491

事業費 23年度（実績）

人件費計（イ）

千円

2,037

99

295

196

1,841

0

1,342

27年度（計画）

10,6501.4210,6501.42

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

25年度（計画）

市内に存在する固定資産の所有者

データベースへ機能を追加③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

2,000

番号制度対応機能整備率

システム関連経費

一般財源

事業費計（ア）

その他

千円

0

28年度（計画）26年度（実績）

2/3

１　【事務事業の全体概要及び背景】

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業名

0

単位

【DO】事務事業の実施

総
合
計
画

税務総務費

３　【年度目標】
システム改修業務委託料　　　295

デタベースへ機能の追加

茨計との連携で
宛名ソフトをもとに
修正処理を消化
する。

会計

手
段 千円

５　事務事業の目的と手段

負担金の有無

番号制度対応に関するシステム改修
委託。データベースに機能を追加す
る。

単位

予
算
科
目

徴税費 地方税法

Ｈ２６と同じ。

実施手法
根拠法令

款
一般 総務費

補助率



③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

その他

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》
必
要
性
評
価

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

課題なし

   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【PLAN】事務事業の計画

フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

現  状  維  持
番号制度導入に係るシステム整備は、必要不可欠な事業である。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

社会保障・税番号制度については、番号制度関連4法が平成25年5月24日に成立したことを受け、個人番号の利用開始に向け、所要の準備を進め
ているところである。



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

納税義務者に対する適正な賦課

軽自動車税申告書処理件数
法人市民税申告数

成
果
指
標

3,151,761

31,692

617,126 578,574 623,189

163,440 167,700

対
象
指
標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

23年度（実績） 26年度（実績）

事業費及び指標の推移

社
申告受付件数

29,776

同上

件

件

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

市県民税・軽自動車税・諸税の納税義務者 法人市民税納税義務者数

個人市民税調定額（現年度）
目
的

④
対象
指標

千円

負担金の有無

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】
　地方税法第294条及び笠間市税条
例第23条の規定により，市内に住所
を有する個人，事務所・事業所を有
する法人に対して市民税を課す。
　地方税法第442条の2及び笠間市
税条例第80条の規定により所有者に
軽自動車税を課す。
　東日本大震災復興財源として平成
26年度から10年間個人市民税均等
割500円増額。
　法人税割の税率改正（平成26年10
月1日以降に開始する事業年度から
適用）14.7％→12.1％
　軽自動車税の税率改正（主なもの）
（平成27年4月1日以降新規取得分）
四輪乗用7,200円→10,800円

H29事業計画

軽自動車税課税客体数
⑤

成果
指標

5

個人市民税納税義務者数

法人市民税調定額（現年度）

台

1,538

社

千円

千円

４　【事業費の内容（決算額）】
―

実施手法
総務費 地方税法

事
業
期
間

開始年度 終了年度

市民税・諸税賦課事業

２　財源の確保

徴税費

○

補助率

補
助
単
独
区
分

所管省庁

共催者・関係団体

補助金の有無

予
算
科
目

会計
税務総務費

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

根拠法令

H18 単年度繰返し

―

継続

義務的事業

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕 新規・継続

評価区分

直営

評価事業
市民税・諸税賦課事業事務事業名

細目名 関連計画

記入日
所属部課名

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します
３　財政運営

項 目款

事務事業番号

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 総務部税務課7
平成27年3月31日

後期基本計
画重点視点

―
市単独

27年度（計画） 28年度（計画）

軽自動車税調定額（現年度）

9

５　事務事業の目的と手段

手
段

事業費 単位

地方税法に基づく市民税・軽自動車税の賦課
・個人市民税（市県民税申告，確定申告，給与支払報告書
等の受付，税額計算，納税通知書等の発送）
・法人市民税（決算時期に申告書送付，未納法人へ督促状
送付）
・軽自動車税（新規登録，廃車，所有者変更等の異動処理。
納税通知書の発送）

共済費 228千円
賃金 1,536千円　旅費 72千円
需用費 818千円
役務費 93千円
委託料 27,239千円
使用料及び賃借料 490千円
負担金補助及び交付金 1,692千円

人
単位

H28事業計画Ｈ27事業計画

24年度（実績）

⑥
活動
指標

25年度（実績）

同上 同上

65,8508.78

32,160

32,768

8.78 65,8508.78

58

9.67

7,618

9.39

14 10

29年度（計画）

7,356

56

7,356

72,525 9.33 69,975

32,563 32,763

29,782

7,356

32,568

7,356

32,368

65,850

32,363

32,168

7,356

65,8508.78

27,769

27,759

110,774

12,000

25年度（実績）

78,006

2９年度（目標）27年度（目標）

4,800 4,800

78,006

4,800

110,374

83,132

112,914

78,006

110,174

4,800

78,006

110,574

26年度（実績）24年度（実績）

112,908

5,8015,460

85,139

37,23936,914

9,925

1,977

12,247 12,000

11,390

619,906

3,304,783 3,307,435 3,250,000

32,500

520,000

32,173 34,000

1,950

28年度（目標）

1,500

37,000

10,000

1,950

175,000

1,500

12,000

10,000

1,946 1,933

11,57013,714

1,950

1,517

36,007

159,580

3,233,841

32,896

155,367

37,000

1,950

10,000

1,500 1,500

37,000

11,2802,626

33,000

520,000

33,500

570,000

3,200,0003,300,000

千円

社

23年度（実績）

5,100

83,143

件

36,417人

千円

台

1,504

千円

112,614

単位

15,351

社

千円

個人市民税納税義務者数

事業費計（ア）

千円

軽自動車税課税客体数

件

トータルコスト（ア）＋（イ）

指標区分

人
件
費

千円

他課の協力分

・確定申告，市県民税申告，給与支払報告書等から
のデータ投入，普通徴収者への納税通知書発送
・対象法人への申告書発送，賦課の決定
・軽自動車申告に基づく賦課決定と納税通知書発送

施策
小施策

政
策
体
系

政策
小政策

総
合
計
画

一般

千円

千円

千円

その他

一般財源

千円

千円

千円

29,457

29,471

7,154

70,425

法人市民税調定額（現年度）

170,000軽自動車税調定額（現年度） 180,000

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

活
動
指
標

人件費計（イ）

職員割合

申告受付件数

時間外

嘱託臨時

軽自動車税申告書処理件数

法人市民税申告数

千円
事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 千円

県支出金

千円

個人市民税調定額（現年度）

法人市民税納税義務者数



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

申告受付については，他部署における税務経験者に受付事務の応援を依頼し実施してい
るところであるが，市全体の職員数が減っていることに加え，申告期間が議会の会期とも重
なるところから，年々人員確保が困難な状況となっている。

一次評価結果

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

フォローアップ　前年度の課題や問題点

必
要
性
評
価

個人市民税の賦課は，市財政の根幹を成すもので必要不可欠な事務である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

申告期間前後の派遣職員や臨時職員の増員などにより職員時間外勤務の削減が期待で
きる。
また，今後のe-TAX，e-LTAXの普及促進などにより事務の効率化が期待できる。

全体総括（振り返り，反省点）

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　申告受付体制の確保の観点から，業務命
令等の手段に基づき各部署間を越えて人員
配置できるような体制整備が必要と思われ
る。

③前年度の改革・改善案

　早期に雑損控除の相談会若しくは、相
談期間を設け、申告期間の申告待ち時
間及び事務量の軽減を図る。

①改革・改善案

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　基幹税収のため、休止・廃止は考えられない。

名称

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

今後の方向性 改善し，継続

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

法的に定められた事務であり，かつ市財政の根幹を成すものである。公
平，適正な賦課を実施するにあたり必要な人員並びに資源を投入する
のはある程度やむを得ないと考えるが，申告期間中の人員配置体制
などを再度検討し改善する必要がある。現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

特になし

総合評価

　７月から申告期間以前まで雑損控除の
相談を行ったことにより、申告期間におけ
る待ち時間の短縮及び事務量が軽減さ
れた。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》
効
率
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

評価理由

申告事務に対応する職員が不足するため税務経験職員の応援を受けているが年々協力をえることが困難な状況である。膨大な課税資料を短期間
で処理しなければならないため派遣職員を活用しているが職員の負担も多い。法人の確定申告により多額の税収還付金が発生し予算不足が生じる
場合がある。軽自動車税については死亡者や転出時の手続き，減免申請の案内等を周知し法に基づいた適正な事務処理をすることが必要。

個人市民税は，社会情勢，景気動向などの影響が大きいため，更なる成果向上の余地は
少ない。

【CHECK】事務事業の一次評価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

徴収率 89.0 90

400

28年度（目標）

25,300

24,000

90

6,000

24年度（実績）

350400

4,500

350

25,000

22,30094,455

8,848

5,000 4,5005,000

400

25年度（実績）

86,053

25,000

25,300

2９年度（目標）

85,572

26年度（実績）

0

382

79,858

通

64,575

26,000 26,000

8,450

24,000

3,000

107,799

27年度（目標）

8,500 8,400 8,400人 8,553

催告書及び差押予告書発送　

7.76 58,200

18,368

18,368

単位

千円

6,500

23年度（実績）

県支出金

件

国庫支出金

千円

千円

件

他課の協力分

千円

千円

財産調査

人
件
費

0 0

22,30022,300

22,300

トータルコスト（ア）＋（イ）

64,575

千円

78,854

千円職員割合

時間外

嘱託臨時

差押件数

指標区分

滞納者数

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

活
動
指
標

60,486

対
象
指
標

79成
果
指
標

％ 8987

事
業
期
間

22,30022,300

平成27年3月31日

後期基本計
画重点視点

29年度（計画）

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します
３　財政運営

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ○

催告書及び差押予告書の送付、財産調査、滞納処分、公
売、捜索差押、執行停止、現地調査、電話催告を継続

２　財源の確保

千円

財
源
内
訳

千円

地方債

H18 単年度繰返し

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 8事務事業番号

施策
小施策

評価事業

小政策
政
策
体
系

政策

記入日
所属部課名

○

共催者・関係団体

総務部税務課

目
的

④
対象
指標

人滞納者数

千円

24年度（実績）

徴収率の向上

⑥
活動
指標

財産調査
通

％⑤
成果
指標

件

事業費及び指標の推移

事
業
費

継続
○

義務的事業

終了年度

市単独

補
助
単
独
区
分

所管省庁

関連計画
収納対策事業

同左
H28事業計画 H29事業計画Ｈ27事業計画

新規・継続

評価区分

開始年度

事務事業性質

細目名項 目

収納対策事務

3,000

3,000

11.13

2,615

事業費 23年度（実績）

人件費計（イ）

2,286

8.61

千円

22,300

22,227

22,227

83,438

2,922

27年度（計画）

082,65011.02

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

25年度（実績）

納税義務者（滞納者）

催告書等発送，財産調査，滞納処分③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

3,000

徴収率

差押件数

一般財源

事業費計（ア）

その他

千円

8,402

8,402

28年度（計画）26年度（実績）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業名

15,283

15,283

単位

【DO】事務事業の実施

総
合
計
画

賦課徴収費

３　【年度目標】

報酬・共済費　１３，４７０千円
報償費　　　　　　　　１５０千円
旅費　　　　　　　　　 　９０千円
需用費　　　　　　　　２２０千円
役務費　　　　　　　　７９３千円
委託料　　　　　　　　６６０千円
負担金　　　　　　６，８４４千円

催告書及び差押予告書発送

茨城県、茨城租税債
権管理機構

笠間市税等収納特別対策本部

徴収率
現年分　９７．８％
滞繰分　１９．２％
現繰計　８９．４％

会計

手
段 件

５　事務事業の目的と手段

負担金の有無

滞納整理については、大多数の納税
者が納期内に納税していることを念
頭に、適切な対応により自主納付を
促進し、納税に誠意がない者に対し
ては、税負担の公平性を確保するた
め、法に基づき財産調査のうえ差押
等、厳正な滞納処分を実施してい
る。また、徴収嘱託員を委嘱し、事案
整理を実施する。また、併せて交通
弱者等納付困難者の納税機会を損
なわないよう、訪問徴収も実施する。

単位

同左

予
算
科
目

徴税費 国税徴収法、地方税法　他

催告書及び差押予告書の送付、財
産調査、滞納処分、会場公売、イン
ターネット公売、執行停止、現地調
査、電話催告、徴収嘱託員による事
案整理及び交通弱者など自主納付
困難者の訪問徴収を継続

実施手法
根拠法令

款
一般 総務費

補助率



③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

その他

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》
必
要
性
評
価

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

④取組状況

徴収事務の研修などから、滞納整理の
手法等の徴税力の向上を図り、徴収事
務に精通した職員の育成をしていく。ま
た、催告書等の更なる工夫をする。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

滞納処分、納税相談により自主納付をしょうようすることで、訪問徴収を減少させ、職員の
事案を一部徴収嘱託員に担当させることにより、滞納整理全体の効率化を図り、事業費及
び人件費の削減ができると考えられる。

一次評価結果

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

市財源の確保、税負担の公平性から、今後も継続し徴収業務を実施していかなければなら
ないと考えられる。社会情勢の変化に伴い、滞納整理の手法も恒に変化しており、今後も、
機構、県税、先進地の事例を研究し、新しい手法を取り入れながら効率よく滞納処分を実
施し、徴収率向上を図って行きたいと考えます。特に、会場公売、インターネット公売での
成果が有効的であった。また、嘱託員に一部事案を担当させたことにより、効率的な滞納
整理を実施でき、今後も経費の削減及び徴収率の向上につなげたい。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

現在、地区割り担当で事案管理を進めてい
るが、一担当者の滞納者数を管理可能な数
に削減することが必要と思われることから、徴
収嘱託員に一部事案を担当させる。

現状の職員数でもより広範囲な徴収事務を
有効的に機能させるための方策を実施す
る。また、継続して徴収事務の研修などか
ら、滞納整理の手法等の徴税力の向上を図
り、徴収事務に精通した職員の育成をしてい
く。

   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

催告については、様式等を変更し、視覚的に目立たせる工夫をし、処分については通常の
差押以外に、会場公売及びインターネット公売による成果を上げた。催告方法の工夫、定
期的な捜索・公売を実施することにより、更なる効果が得られると考える。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

市財政の自主財源の確保、税負担の公平性の観点から、健全財政を確保する為に実施し
なければならない。

拡  　　　　　充

景気は上向き傾向にあると言われているが依然として地方の社会環境
は厳しい状況にある中、滞納整理事業を強化し納税催告、納税相談、
財産調査等を効果的に実施し、法的に迅速に処理していくことが必要と
考えられる。このため、滞納整理事業を継続・強化し財源を確保してい
くことが不可欠であり、新たな滞納を増やさない工夫や改善を行う必要
がある。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

茨城租税債権管理機構が実施する研修
に担当職員全員が出席し徴収事務の向
上に努めた。また徴収に関して先進地の
職員を招き研修を実施した。悪質な滞納
者については封筒の色を変えて送付を
行い文書読ませる工夫をした。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

税収確保については依然厳しい状況である。このため、徹底した財産調査に基づき、滞納処分の強化を図り、税収確保に努める。一方、処分できる
財産の無い生活困窮者、居所不明等については、個別に納税相談の機会を設けるなど、生活状況を聴取、調査のうえ滞納者の現況に応じた納税
の指導を行っております。また、交通弱者など自主納付困難者からの訪問徴収の要望も依然としてあるが、自主納付を基本とするため、訪問徴収が
妥当であるかどうか総合的に判断し実施している状況。



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

25コンビニ収納割合

口座振替収納割合

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

31

21 24

31

25％ 23

66,486

28年度（目標）

28,770

283,000

31

84,253

24年度（実績）

71,00070,205

87,000

71,000

279,845

28,77028,093

282,228

86,779

27

87,00086,146

27

64,973

25年度（実績）

18,636

282,228

2727

28,770

2９年度（目標）

18,033

26年度（実績）

18,010

58,576

31,948

件

23,296

285,279 285,507

346,778

283,000

18,010

28,347

27年度（目標）

279,845 283,000 283,000件 350,870

消込件数

2.95 22,125

8,449

8,449

回

単位

千円

83,317

23年度（実績）

県支出金

件

国庫支出金

千円

千円

件

他課の協力分

千円

千円

口座振替件数

人
件
費

17,250 2.30 17,250

10,76010,760

2.30

10,760

トータルコスト（ア）＋（イ）

796

22,500

千円

31,372

千円職員割合

時間外

嘱託臨時

コンビニ収納件数

指標区分

納付の催促及び催告数

収納件数　

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

活
動
指
標

22,923

対
象
指
標

16

30 30

成
果
指
標

％

25

3117

事
業
期
間

10,76010,760

平成27年3月31日

後期基本計
画重点視点

29年度（計画）

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します
３　財政運営

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

・市税，国保税,介護保険料及び後期高齢者医療保険料の
一元収入消込
・口座振替納付済通知書の印刷発行
・督促状・催告書等の印刷発行による納付催促及び催告
・口座振替，コンビニ，郵便局収納など，多様な納付手段の
提供

２　財源の確保

千円

財
源
内
訳

千円

地方債

H18 単年度繰返し

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 9事務事業番号

施策
小施策

評価事業

小政策
政
策
体
系

政策

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

総務部税務課

目
的

④
対象
指標

件収納件数

千円

24年度（実績）

適正な収納管理，納期限内納付

⑥
活動
指標

口座振替件数
件

％⑤
成果
指標

件

事業費及び指標の推移

事
業
費

継続
―

内部管理事務

終了年度

市単独

補
助
単
独
区
分

所管省庁

関連計画
収納管理事業

同上
H28事業計画 H29事業計画Ｈ27事業計画

新規・継続

評価区分

開始年度

事務事業性質

細目名項 目

収納管理事務

760

18,010

2.38

786

事業費 23年度（実績）

人件費計（イ）

798

3.00

千円

10,760

10,314

10,314

17,850

783

27年度（計画）

760

17,2502.3017,2502.30

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

25年度（実績）

納税義務者（納付済者　未納付者）

・市税等の一元収入消込，口座振替納付済通知書
の印刷発行
・督促状・催告書等の印刷発行による納付の催促及
び催告
・多様な納付手段の提供

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

760

口座振替収納割合

コンビニ収納件数

一般財源

事業費計（ア）

その他

千円

コンビニ収納割合

9,457

9,457

28年度（計画）26年度（実績）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

％

回

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業名

8,652

8,652

単位

【DO】事務事業の実施

総
合
計
画

賦課徴収費

３　【年度目標】

納付の催促及び催告数

印刷製本費　1,491千円
ＩＳＤＮ回線使用料　145千円
口座振替手数料  　432千円
収納取扱手数料  　2,709千円
郵便払込手数料    54千円
電動ソフト使用料　　39千円
電算業務委託料　　　1,357千円
収納データ業務委託料　4,033千円
消耗品旅費　5４千円

消込件数

会計

手
段 件

５　事務事業の目的と手段

負担金の有無

納付済者に対して適正な収納管理，
未納者に対して速やかな納付の催
促及び催告，また，多様な納付手段
の提供により納期限内納付を図る。

単位

同上

予
算
科
目

徴税費 国税徴収法、地方税法

同上

実施手法
根拠法令

款
一般 総務費

補助率



③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

その他

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》
必
要
性
評
価

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

収納情報データ化業務を導入するなど、ＦＤ等でのやり取りをなくすことにより、コスト削減
が図られ、円滑な収納管理事務処理がなされている。

一次評価結果

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

収納情報のデータ化が進み、事務の効率化が図られている。今後も、市財源の主な割合を
占めている税収確保ついて、口座振替、コンビに収納等の推進により更なる税収確保向上
につなげていく。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

課題なし

   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

従来からの口座振替に加え、コンビニ収納、郵便局納付は税収確保に有効的な方法であ
る。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【PLAN】事務事業の計画

フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

納付済者に対して適正な収納管理，未納者に対して速やかな納付の催促及び催告，ま
た，多様な納付手段の提供により納期限内納付を図ることは，市税等、財源確保の観点か
ら必要不可欠である。

現  状  維  持

市税収納率を向上させるため、口座振替の推進、２４時間利用できるコ
ンビニ納付など、納付手段の多様化を維持するとともに、関係機関との
連携を強化し、今後も早期納税を推進する。総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

特になし



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

過誤納金の解消

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

－ －

28年度（目標）

1,175

－ －

－

24年度（実績）

9

1,1750

25年度（目標）

0

1,175

2９年度（目標）

998

26年度（実績）

975

0

件

0

－

975

1,024

27年度（目標）

9 － － －人

還付または充当手続き

0

0

単位

千円

23年度（実績）

県支出金

国庫支出金

千円

千円

他課の協力分

千円

千円
人
件
費

975 0.13 975

200200

0.13

200

トータルコスト（ア）＋（イ）

0

千円

0

千円職員割合

時間外

嘱託臨時

指標区分

過誤納金発生納税義務者

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

活
動
指
標

0

対
象
指
標
成
果
指
標

件 9

事
業
期
間

200200

平成27年3月31日

後期基本計
画重点視点

29年度（計画）

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します
３　財政運営

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

過誤納金の確認，還付，充当

２　財源の確保

千円

財
源
内
訳

千円

地方債

H18 単年度繰返し

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 10事務事業番号

施策
小施策

評価外事業

小政策
政
策
体
系

政策

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

総務部税務課

目
的

④
対象
指標

人過誤納金発生納税義務者

千円

24年度（実績）

還付または充当処理による適正な収納

⑥
活動
指標

件

件⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

事
業
費

継続
―

義務的事業

終了年度

補
助
単
独
区
分

所管省庁

関連計画
市税過誤納還付事業

同上
H28事業計画 H29事業計画Ｈ27事業計画

新規・継続

評価区分

開始年度

事務事業性質

細目名項 目

市税還付事務

975

事業費 23年度（実績）

人件費計（イ）

千円

200

26

26

0

27年度（計画）

9750.139980.13

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

25年度（実績）

過誤納金発生納税義務者

・当事者の納付状況の把握
・還付または充当の決定，処理手続き

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

過誤納金の解消

一般財源

事業費計（ア）

その他

千円

0

28年度（計画）26年度（実績）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業名

0

単位

【DO】事務事業の実施

総
合
計
画

諸費

３　【年度目標】
税収還付金　　２６千円

還付または充当手続き

目標設定に値し
ない

会計

手
段

５　事務事業の目的と手段

負担金の有無

地方税法第１７条の規定により，出納
閉鎖後の賦課の修正や重複納付等
により超過納付となった納税者に対し
て，還付手続を行い過誤納金を還付
する。また，同法第１７条の２の規定
により市税未納分に充当する。

単位

同上

予
算
科
目

総務管理費 国税徴収法、地方税法

同上

実施手法
根拠法令

款
一般 総務費

補助率



③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

その他

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》
必
要
性
評
価

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【PLAN】事務事業の計画

フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分


